
平成２５年度当初予算 知事査定事業一覧表

(単位：千円)

事業費 県 費 事業費 県 費 事業費 県 費

防災対策部 地域減災対策推進事業費

南海トラフを震源とする巨大地震、内陸
活断層による地震や、台風等の風水害
から県民の皆さんの命を守るため、市
町が実施する避難対策、強震動対策、
孤立化防止対策等の減災対策への支
援を行う。 333,300 333,300 321,300 321,300 ▲ 12,000 ▲ 12,000

現在取り組んでいる防災対策において
は、救命艇等整備への支援については
時期尚早であると判断したため。

（１本） （防災対策部 計） 333,300 333,300 321,300 321,300 ▲ 12,000 ▲ 12,000

健康福祉部
みえライフイノベーション総合特区基盤
整備事業費

「みえライフイノベーション総合特区」推
進の基盤整備を図るため、特区事業推
進のための協議会や推進会議の運営、
企業訪問や展示会参加、海外や中部圏
等との広域連携を進める。

24,278 24,278 18,524 18,524 ▲ 5,754 ▲ 5,754 一部精査のうえ認める。

（５本）
みえライフイノベーション総合特区促進
プロジェクト事業費

「みえライフイノベーション総合特区」で
の企業等の研究・製品開発を促進する
ため、７か所のMieLip等と連携し、研究・
製品・商品開発等を促進するプロジェク
トを産学官民で実施する。

54,433 54,433 40,432 40,432 ▲ 14,001 ▲ 14,001 一部精査のうえ認める。

在宅医療推進事業費

県内における在宅医療体制の整備を図
るため、市町の在宅医療連携体制の構
築に向けた取組への支援などを行う。

11,911 10,584 9,053 7,726 ▲ 2,858 ▲ 2,858

地域在宅医療連携支援補助金について
は、事業実施主体の主体的な取組を促
すため、補助率を1/2にして、認める。

児童虐待法的対応推進事業費

児童虐待相談に求められる法的対応力
及び介入型支援の強化のため、専門的
人材の配置及び専門家からの助言体制
の取組、リスクの高いケースの情報共
有及び研究を実施する。

58,490 33,272 58,490 33,272 0 0 要求どおり認める。

児童相談体制市町支援推進事業費

市町児童相談担当職員に対する研修の
実施、市町要保護児童対策協議会への
アドバイザー派遣、市町の児童相談シ
ステムの構築支援等により、市町の児
童相談体制の強化を目指す。

76,003 2,228 76,003 2,228 0 0 要求どおり認める。

（健康福祉部 計） 225,115 124,795 202,502 102,182 ▲ 22,613 ▲ 22,613

環境生活部 私立学校校舎等耐震化整備費補助金

公立学校と比べ遅れている私立学校校
舎等の耐震化を促進し、園児・児童・生
徒が安全で安心して学習することができ
る環境整備を支援するため、耐震診断、
耐震補強工事及び改築工事を行う学校
法人に対して補助を行う。

56,594 56,594 56,594 56,594 0 0 要求どおり認める。

（５本） 文化活動連携事業費

今後の文化行政のあり方を検討し、新
たな文化振興方針を策定するとともに、
文化振興と生涯学習を一体的に捉えた
総合的な文化施策の企画や仕組みづく
りを検討する。

6,000 376 6,000 376 0 0 要求どおり認める。
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（環境生活部つづき） 多様な連携による地域文化発信事業費

新県立博物館開館を翌年に控え、ま
た、伊勢神宮の遷宮を機に伊勢地域へ
の注目度が高まる平成25年度に県立の
文化施設が様々な枠組みを超えて連携
し、統一テーマを「伊勢」としたシンポジ
ウム等を実施し、その魅力をアピールす
ることにより地域における文化的活動の
促進を図るとともに、文化交流ゾーンの
展開への期待感を高める。

21,000 10,500 21,000 10,500 0 0 要求どおり認める。

新県立博物館整備事業費

三重の自然と歴史・文化を保存、継承
し、三重の人づくり、地域づくりに貢献す
る「文化と知的探求の拠点」として整備
する新県立博物館の平成26年春の開
館に向けて、施設の建築や展示のため
の工事等を進めるとともに、多様な主体
との協創によって進める博物館の活動
や運営のための仕組み等を構築する。

1,546,440 571,345 1,543,676 568,595 ▲ 2,764 ▲ 2,750
要求どおり認める。
※一部事務調整

環境修復事業費

産業廃棄物の不適正処理事案のうち、
生活環境保全上の支障が認められ、原
因者による是正が困難な事案につい
て、産廃特措法による国の支援を得て、
順次支障除去対策に着手するとともに、
その他の事案も含めた周辺環境のモニ
タリングの継続など、住民の安全・安心
を確保する。 1,579,064 288,064 1,579,064 288,064 0 0 要求どおり認める。

（環境生活部 計） 3,209,098 926,879 3,206,334 924,129 ▲ 2,764 ▲ 2,750

地域連携部 総合交通ビジョン策定事業費

これからの新しい三重づくりのための交
通に関する総合的な政策の方向性を示
すビジョンを策定する。

3,815 3,815 3,815 3,815 0 0 要求どおり認める。

（８本） みえのスポーツ地域づくり推進事業費

スポーツを地域の経済や観光の振興に
つなげる取組を行う。

2,944 1,472 2,944 446 0 ▲ 1,026
財源については国庫支出金を活用す
る。

みえのスポーツ応援基金積立金

本県のスポーツ推進の基盤となる財源
確保のため、「みえのスポーツ応援基
金」を設置する。

200,000 200,000 0 0 ▲ 200,000 ▲ 200,000
基金の活用方法を引き続き検討するた
め、予算計上は見送る。

みえのスポーツ強化事業費

・国民体育大会の本県代表選手の強化
のため、遠征費用や合宿費用、指導者
に対する研修を行う。
・平成33年度国民体育大会三重県大会
や平成30年度インターハイ三重県大会
に向け、現在のジュニア世代で有望な
選手の発掘等を行う。

126,375 36,686 126,375 18,343 0 ▲ 18,343
事業の一部について、体育スポーツ振
興基金を充当したうえで認める。

競技スポーツジュニア育成事業費

・平成33年度国民体育大会三重県大会
や平成30年度インターハイ三重県大会
に向け、現在のジュニア世代で有望な
選手の育成やジュニア指導者の養成に
取り組む。 37,050 18,517 37,050 18,517 0 0 要求どおり認める。



平成２５年度当初予算 知事査定事業一覧表

(単位：千円)

事業費 県 費 事業費 県 費 事業費 県 費

部 局 名
（公共事業を除
く事業本数）

査定額 Ｂ知事復活要求額 Ａ
知 事 復 活 要 求 内 容 査 定 理 由

Ｂ－Ａ
事 業 名

別紙４

（地域連携部つづき） 三重県国民体育大会運営基金積立金

平成33年度に三重県で開催する国民体
育大会の運営経費について、財政負担
の平準化を図ることを目的に基金を設
置する。 500,000 500,000 200,000 200,000 ▲ 300,000 ▲ 300,000

計画的に積み立てるため額の精査を
行った。

地域資源を活用した雇用創出事業費

地域資源を活用して新しい事業展開や
事業拡大を行う事業者に対し、新たな雇
用の創出を支援する。

8,750 0 5,250 0 ▲ 3,500 0

国の「起業支援型地域雇用創出事業」
を活用することとするが、一部単独事業
で認める。

熊野古道世界遺産登録１０周年事業費

熊野古道世界遺産登録10年のプレイベ
ントなど次年度の誘客に向けた情報発
信に取り組むとともに、10周年事業の準
備を行う。 23,850 20,000 16,000 12,150 ▲ 7,850 ▲ 7,850

他事業との連携等が可能なものは精査
したうえで認める。

（地域連携部 計） 902,784 780,490 391,434 253,271 ▲ 511,350 ▲ 527,219

農林水産部 三重県産品営業拡大支援事業費

県産品の国内外での認知度向上、販路
開拓を支援するため、県内へのバイ
ヤー招聘等による商談機会の創出を行
うとともに、海外での物産展等を開催す
る。
また、神宮式年遷宮に合わせ、全国百
貨店で観光物産展を開催し、県内への
誘客と県産品の販路拡大に取り組む。 45,504 45,504 44,410 44,410 ▲ 1,094 ▲ 1,094

中京圏及び関西圏からの販路開拓アド
バイザー招聘については、県の役割の
範囲を超えると判断したため。

（５本） みえフードイノベーション運営事業費

生産者や食品産業事業者、大学など産
学官の多様な主体の知恵や技術を結集
し、県内の農林水産資源を活用した新
たな商品やサービスを革新的に生み出
す仕組み（みえフードイノベーション）を
推進する。 38,530 8,767 32,148 4,076 ▲ 6,382 ▲ 4,691

未利用資源素材化研究委託、県単プロ
ジェクト補助金については、フードイノ
ベーションプロジェクトにおける県の役割
の範囲を超えると判断したため。

地域捕獲力強化促進事業費

地域における農林水産被害の低減に向
けた野生鳥獣の個体数減少の取組とし
て、捕獲技術の開発・普及、捕獲者の育
成や確保、市町間連携での捕獲の取組
等を支援する。

28,863 28,863 27,863 27,863 ▲ 1,000 ▲ 1,000

銃猟免許取得助成については、他県に
おける同様の取組の効果が不明のた
め。

獣害につよい地域づくり推進事業費

地域住民の積極的な参加により獣害対
策に取り組む集落、地域づくりを進め、
野生鳥獣による農作物被害を低減する
ため、地域リーダーの育成支援等に取
り組む。また、地域が行う施設整備や、
捕獲活動、被害防除のための資材購入
等に対して補助を行う。

759,136 9,136 759,136 9,136 0 0 要求どおり認める。

県内産肉用牛放射性物質全頭検査等
実施事業費

県産牛肉への風評被害の防止による肉
牛生産農家の経営安定を図るため、県
内産肉用牛の出荷時における放射性物
質の全頭検査を実施する。

22,000 22,000 22,000 22,000 0 0 要求どおり認める。

(21,634,011) (2,200,120) (3,384,615) (▲29,474)

18,249,396 2,229,594 15,990,281 1,979,139 ▲ 2,259,115 ▲ 250,455

(22,519,568) (2,307,605) (3,376,139) （▲ 36,259)
（農林水産部 計） 19,143,429 2,343,864 16,875,838 2,086,624 ▲ 2,267,591 ▲ 257,240

公共事業
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雇用経済部
障がい者雇用支援の新たなしくみづくり
検討事業費

社会全体の障がい者に対する理解と雇
用の促進を図るアンテナショップカフェ
の機能や運営のあり方について、経済・
労働団体及び行政、専門家等により、
雇用モデルの実践、障がい者雇用理解
促進、授産品販路拡大等を行う新たな
しくみづくりの検討を行う。

1,084 1,084 1,084 1,084 0 0 要求どおり認める。

（９本）

バイオリファイナリー推進事業費

環境、エネルギー、食糧問題などの社
会的問題を根底から解決（パラダイム転
換）するため、高度部材・素材を強みと
する四日市コンビナート企業などを中心
とする「バイオリファイナリー研究会（仮
称）」を設立し、調査やセミナーなどバイ
オリファイナリー（石油化学に代わり、再
生可能資源であるバイオマスから燃料
や化学製品を創出）に着目した取組を
行う。 13,326 13,326 12,308 12,308 ▲ 1,018 ▲ 1,018 一部精査のうえ認める。

首都圏営業拠点推進事業費

平成25年の神宮式年遷宮、平成26年の
熊野古道世界遺産登録10周年を迎える
絶好の機会に、情報発信の中心である
首都圏において、営業活動を総合的に
進めるため、平成25年夏に「首都圏営
業拠点」を整備します。首都圏営業拠点
では、「食べる」、「買う」、「体験する」と
いった複合的な機能を発揮できるよう、
効果的な施設運営及び情報発信を推進
するとともに、首都圏での販路拡大や観
光誘客につなげるため、法人営業や
ネットワークの拡充を図る。 241,175 241,175 241,175 241,175 0 0 要求どおり認める。

首都圏営業拠点開設に向けた情報発信
事業費

首都圏営業拠点の開設に向け、三重の
ゆかりの店舗や企業などと連携し、街全
体を巻き込んだプレイベントや関連イベ
ントを実施するなど、首都圏での情報発
信を行う。 8,805 8,805 8,805 8,805 0 0 要求どおり認める。

戦略的営業活動展開推進事業費

首都圏全体の面的な情報発信に向け、
県内市町や関係団体、事業者等との連
携を図りながら、「首都圏営業拠点」を
最大限活用していくとともに、営業拠点
を核に、日本橋ゆかりの企業等との連
携、さらには、三重の情報発信や営業
活動に協力をいただく「応援店舗」や「応
援企業」と連携し、集客力のあるショッピ
ングモール等の商業施設や情報発信力
の高いエリアで「三重フェア」等を開催す
るなど、首都圏全体の面的な取組へと
広げていきます。こうした取組を活かし、
首都圏全体で戦略的な営業活動を展開
する。 39,646 39,646 29,843 29,843 ▲ 9,803 ▲ 9,803

他事業と連携して実施すべき一部及び
首都圏広報を除き一部精査のうえ認め
る。
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（雇用経済部つづき）

サービス産業の高付加価値化推進事業
費

サービス産業の高付加価値化を促進す
るため、事業者・支援機関等が課題や
改善活動（ＱＣ等）を考える地域別等の
勉強会を開催します。さらに、業種別課
題の解決手法やシラバス（学習計画）化
などを検討する研究会を開催するととも
に、各勉強会の課題と成果をネットワー
ク化することにより、事例や手法の共有
とＰＤＣＡを支援する体制づくりをめざ
す。 4,406 4,406 1,461 1,461 ▲ 2,945 ▲ 2,945

啓発部分は時期尚早のため除いたうえ
で認める。

コアな三重ファン発掘・ネットワーク活用
事業費

「特定少数」の三重の魅力共感者をター
ゲットにした講座を丸の内朝大学（東
京）で開催し、三重ファンを活用した有
益な情報の収集と活用を行うとともに、
日本橋の営業拠点を活用して、三重の
魅力を効果的に発信・体感する講座を
開催し、これまでに培った三重の魅力共
感者ネットワークと連携したさまざまな活
動を通じて、さらなる共感者ネットワーク
の拡大・深化に取り組む。（講座の開催
等）

10,994 10,369 10,679 10,054 ▲ 315 ▲ 315 一部精査のうえ認める。

三重県観光キャンペーン事業費

式年遷宮の好機を活かし、官民一体と
なった推進協議会により、三重県観光
キャンペーンを実施します。公募により
決定した愛称「実はそれ、ぜんぶ三重な
んです！」を活用し、全国に三重の認知
度を高める観光情報発信を行います。
また、県内においては、周遊パスポート
や５つの地域部会におけるイベント、お
もてなしなどにより周遊性、滞在性の向
上を図り、三重ファンやリピーターを増
やします。島根県・奈良県等との連携を
進めるとともに、首都圏営業拠点等と一
体となり、大都市圏へ三重の魅力を情
報発信する。 201,200 115,301 201,200 115,301 0 0 要求どおり認める。

日台観光交流推進事業費

「2013日台観光サミットin三重」が本県で
開催されることから、「重点強化期間」と
して、台湾への観光ＰＲ、誘客活動を集
中的に行うとともに、多様なネットワーク
の構築を通じて県内中小企業と台湾企
業との連携にもつなげていくなど、台湾
との連携・交流の強化に取り組む。

5,382 1,962 5,382 1,962 0 0 要求どおり認める。

（雇用経済部 計） 526,018 436,074 511,937 421,993 ▲ 14,081 ▲ 14,081

県土整備部 待ったなし！耐震化プロジェクト

木造住宅の耐震化について、耐震補強
工事・リフォーム工事補助を行う市町に
補助を行う。

155,000 124,000 129,000 103,200 ▲ 26,000 ▲ 20,800 申請見込み数を精査して認める。

(82,595,771) (11,798,758) (14,176,181) （▲ 307,619)

（1本） 68,915,244 11,582,031 495,654 ▲ 524,346

(82,724,771) (11,901,958) (14,150,181) （▲ 328,419)
（県土整備部 計） 68,574,590 12,230,377 69,044,244 11,685,231 469,654 ▲ 545,146

68,419,590 12,106,377公共事業（下水特会含む）



平成２５年度当初予算 知事査定事業一覧表

(単位：千円)

事業費 県 費 事業費 県 費 事業費 県 費

部 局 名
（公共事業を除
く事業本数）

査定額 Ｂ知事復活要求額 Ａ
知 事 復 活 要 求 内 容 査 定 理 由

Ｂ－Ａ
事 業 名

別紙４

警察本部 子ども見守り事業費

学校や学習塾が数多く集積する地区の
子ども見守り機能を強化するため、街頭
緊急警報装置を設置、更新し、子どもを
犯罪被害から守るための未然防止対策
を図る。 19,152 5,152 19,152 5,152 0 0 要求どおり認める。

（２本） (97,007) (69,566) (▲34,017) (▲61,458)

0 0 ▲ 131,024 ▲ 131,024

(116,159) (74,718) (▲34,017) (▲61,458)
（警察本部 計） 150,176 136,176 19,152 5,152 ▲ 131,024 ▲ 131,024

教育委員会 特別支援学校施設建築費

県立特別支援学校の施設整備を行う。
・特別支援学校東紀州くろしお学園本校
統合整備に係る測量調査、建築設計委
託等
・松阪地域特別支援学校（仮称）整備に
係る測量調査、建築設計委託等

41,000 17,000 41,000 17,000 0 0

要求どおり認める。ただし、執行時は施
設規模について総務部と協議を行うこ
と。

（７本） いじめを許さない「絆」プロジェクト事業費

深刻化するいじめの未然防止を図り、子
どもたちが安心して学ぶことができる環
境づくりを強化するため、学級満足度調
査を活用した子どもたちの問題解決能
力を育成する取組を進める。また、生徒
指導上の課題を総合的に支援できる地
域の指導者の育成を図る。

39,919 36,559 38,498 35,138 ▲ 1,421 ▲ 1,421
旅費を精査した上で認める。
※旅費▲1,421千円とする。

スクールカウンセラー等緊急活用事業費

いじめが背景事情として認められる生徒
の自殺事案の発生を深刻に受け止め、
スクールカウンセラー、スクールソーシャ
ルワーカーを各学校へ緊急に配置し、
いじめの未然防止、早期発見・早期対
応を図る。また、スクールソーシャル
ワーカーを県立高校6校に配置及び派
遣し、不登校や中途退学者等の課題の
解決や未然防止を図る。

61,695 41,175 61,695 41,175 0 0 要求どおり認める。

学びの環境づくり支援事業費

いじめや暴力行為、不登校などの課題
がある中学校において、子どもの学びを
保障するための環境づくりを推進してい
くため、中学校区を単位としてスクール
カウンセラーを配置し、連携・継続した教
育相談体制の充実・活性化を図る。

25,724 17,151 25,724 17,151 0 0 要求どおり認める。

スクールカウンセラー等活用事業費

いじめなど心の問題に対応できる学校
の相談体制を充実するとともに、福祉的
なアプローチにより課題の解決を図るた
め、専門的な知識や経験を有するス
クールカウンセラー及びスクールソー
シャルワーカーを小学校及び中学校、
高等学校に配置及び派遣し、さまざまな
生徒指導上の問題解決のための取組を
進める。 160,087 106,801 160,087 106,801 0 0 要求どおり認める。

131,024

一部査定とし、国基準（交通安全施設等
整備事業の推進に関する法律施行規
則）の１号から４号基準までを認める。

通学路の横断歩道や一時停止などの交
通安全施設を整備し、安心して通学でき
る道路交通環境を確保するとともに、交
通事故の防止を図る。通学路緊急安全対策事業費 131,024



平成２５年度当初予算 知事査定事業一覧表

(単位：千円)

事業費 県 費 事業費 県 費 事業費 県 費

部 局 名
（公共事業を除
く事業本数）

査定額 Ｂ知事復活要求額 Ａ
知 事 復 活 要 求 内 容 査 定 理 由

Ｂ－Ａ
事 業 名

別紙４

（教育委員会つづき） いじめ巡回相談員配置事業費

スクールカウンセラーが配置されていな
い小学校に対し、児童や保護者が悩み
等を気軽に相談できる「いじめ巡回相談
員」を配置し、問題行動の未然防止を図
る。

9,087 8,964 9,087 8,964 0 0 要求どおり認める。

みえの学力向上県民運動推進事業費

子どもたちの学力向上に向けた学校、
家庭、地域の取組として学力向上県民
運動を実施する。学力向上県民運動推
進会議委員を地域に派遣し啓発研修会
を開催するとともに、地域ぐるみで学び
の環境の創出を目指し、地域で活躍す
る人材と学校とを結びつける役割を果た
すものとして、まなびのコーディネーター
１００名を任命する。 7,591 7,591 5,369 5,369 ▲ 2,222 ▲ 2,222

まなびのコーディネーター数を一部精査
（計56名）したうえで認める。

（教育委員会 計） 345,103 235,241 341,460 231,598 ▲ 3,643 ▲ 3,643

(110,335,465) (16,538,754) (16,925,852) （▲ 1,008,442)
93,409,613 17,547,196 90,914,201 16,031,480 ▲ 2,495,412 ▲ 1,515,716

※ 上段（ ）は、平成24年度2月補正予算を含む14カ月予算ベースとしています。

合 計
（計４３本）


